
１　総括

(1) 人件費の状況(普通会計決算)

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算)

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

・給料等の削減措置（平成21年4月1日現在）

・平成17年4月1日町村合併により栗原市となる。

(4) ラスパイレス指数の状況(各年4月1日現在)

730,050副市長

979,000円×10％

1,076,500 9,413,326

給与費 B/A

区分 給料

881,100市　長

実質収支

平成18年4月1日から平成21年4月30日まで

削減期間

42,836,512

　　　　　　Ｂ

（給料月額×減額率）

　　　　　　Ａ

教育長

収入役 653,600

611,800

785,000円×　7％

644,000円×　5％

688,000円×　5％

栗原市の給与・定員管理等について

19年度の人件費率

歳出額　 人件費 （参考）人件費率

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（20年度末）

　　　　　　　　　　　％

24.2

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

区分

人　

78,337

区分

22.0

20年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

職員数

　　　　　千円

削減内容

20年度 人 千円

1,115 4,126,921 891,076 1,697,307

（参考）類似団体平均

給料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

6,715,304 6,023 6,215

千円 千円 千円千円

1

(4) ラスパイレス指数の状況(各年4月1日現在)

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３ 平成17年4月1日町村合併により栗原市となる。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成21年4月1日現在)

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

- -

-

-

-48.9歳

- - -

305,718円 - -57人 293,863円 316,819円

53.2歳 245,600円 1.29

362,404円 344,022円 - - - -

-

1.41325,031円 324,419円

299,900円 -
廃棄物処理業従
業員

44.2歳

調理士 42.1歳 230,500円

- - -

319,535円 317,056円 用務員 54.5歳 214,000円 1.49

Ａ／Ｂ

参考民間

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

職員数

51.1歳 302,036円 320,593円 317,552円 -

平均年齢 平均給料月額

14人

285,548円 -

309,456円

49.6歳 315人 316,948円

64人

自家用乗用自動
車運転者

*

301,167円

317,466円 310,092円

* *

313,106円

4,429人

区分

うち 清掃職員

51.5歳

うち 用務員

-

322,737円

48.3歳 284,743円

49.2歳 -

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

区分

平均年齢

41.5

公務員

59.5歳

類似団体

区　　分

栗原市

うち 学校給食員

宮城県

43.7

43.1

国

類似団体

うち 自動車運転手

国

うち その他

宮城県

栗原市

栗原市 364,740

2人

52.2歳

18人

21人

320,03043.2

平均給料月額

360,983

332,981

391,770

369,896

-

387,832333,650

403,546

325,521

347,989

年収ベース（試算値）の比較

318,094円50.1歳

参考

- -9人 316,224円

2

　　　③幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された
　　 期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※　該当者が3名以下である場合は*（アスタリスク）を表示している

3,027,000円 1.74

5,270,085円

-

3,217,900円 1.60

-

5,377,348円

5,156,036円

3,074,800円 1.75

* 4,156,100円

-

類似団体

宮城県 44.6

平均年齢

378,419 431,666

323,550 347,655

平均給料月額

289,862

うち 自動車運転手

43.2

302,411

うち 清掃職員

うち その他

うち 用務員 5,268,544円

うち 学校給食員

平均給与月額

39.6

区　　分

栗原市

栗原市
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　　　④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　
　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
　　　　計算したものである。
　　　３　幼稚園教育職欄における宮城県の数値は、小・中学校教育職の数値である。

(2) 職員の初任給の状況(平成21年4月1日現在)

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　幼稚園教育職欄における宮城県の数値は、小・中学校教育職の数値である。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成21年4月1日現在)

円 円 円

323,56339.3

328,186

172,200

経験年数15年

136,553

高　校　卒

平均給与月額
（国ベース）

361,464

平均給与月額平均年齢

類似団体

区　　分

297,574

栗原市

137,200

区　　　　分

高　校　卒

大　学　卒

353,834

平均給料月額

304,012

栗　原　市区　　　　　分

42.8

一般行政職

大　学　卒

140,100

高　校　卒

--

経験年数10年 経験年数20年

高　校　卒

121,600

大　学　卒

172,200

中　学　卒

234,980

140,100

172,200

技能労務職

幼　稚　園
教　育　職

消　防　職

大 学 卒 283,200

140,100 -

-

-

140,100

188,717

168,966

-

346,850

-

118,503

-

国

-

172,200

宮　城　県

134,096

3

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　消防職-大学卒-経験年数10年は該当する者がいないため、経験年数9年の者について記載している。

　　　　　消防職-大学卒-経験年数20年は該当する者がいないため、経験年数19年の者について記載している。

　　　２　近似の区分にも該当する者がいない場合には-（ハイフン）を表示している。

-

中　学　卒 - 246,950-

209,414

234,980

- 256,900

大　学　卒

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

一般行政職

幼　稚　園
教　育　職 高　校　卒

239,500

大　学　卒

288,750

236,500

238,500

- 304,700

207,000

283,200

高　校　卒

-

346,850

252,586 297,918

--

-

-

消　防　職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成21年4月1日現在)

（注）１　栗原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　％

部長の職務又は職務の複雑、困難及
び責任の度がこれと同程度のものとし
て市長が規則で定める職の職務
（部長・理事）

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

７　　級

６　　級

４　　級

２　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

16.4

11

高度の知識又は経験を必要とする業
務を処理する主事等の職務

課長の職務又は職務の複雑、困難及
び責任の度がこれと同程度のものとし
て市長が規則で定める職の職務
（課長・副参事）

主事、技師、保育士又は教諭（以下、
「主事等」という。）の職務

課長補佐の職務又は職務の複雑、困
難及び責任の度がこれと同程度のもの
として市長が規則で定める職の職務
（課長補佐・主幹） 202

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

１　　級
60

構成比標準的な職務内容 職員数

部次長の職務又は職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同程度のものと
して市長が規則で定める職の職務
（次長・参事）

係長の職務又は職務の複雑、困難及
び責任の度がこれと同程度のものとし
て市長が規則で定める職の職務
（係長・主任主査・主査）

33

　　　　　　　　人

112

9.565

8.8

202

29.5

　　　　　　　　％

29.5

　　　　　　　　％

区　　分

５　　級

３　　級

1.6

4.8

5級

9.5%
5級

10.1%

6級

4.8%
6級

4.9%

7級

1.6%
7級

2.1%

80%

90%

100%

4

　

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

（注）平成18年4月1日に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級を
 　　 それぞれ統合）

　所属長が1月1日から12月31日までの1年間における勤務成績、勤務態度等を判定し、その判定に基づき翌年1月
1日に実施する昇給の区分（0号俸から8号俸）を決定することとしている。

1級

8.8%

1級

9.2%

2級

16.4%

2級

18.4%

3級

29.5%

3級

25.4%

4級

29.5%
4級

29.9%

5級

9.5%
5級

10.1%

6級

4.8%
6級

4.9%

7級

1.6%
7級

2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年度の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

(2) 退職手当(平成21年4月1日現在)

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年

勤続25年 月分 月分 勤続25年

勤続35年 月分 月分 勤続35年

最高限度額 月分 月分 最高限度額

その他の加算措置 定年早期退職特例措置 その他の加算措置 定年早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は 平成20年度に退職した職員に支給された平均額である

1.6

国宮　　　　　城　　　　　県

栗　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市

１人当たり平均支給額（平成20年度）

1,911
-

1.5

0.75

国

3.01.45

　基準日（6月1日・12月1日）以前の6ヶ月以内の期間における勤務成績、勤務態度等を所属長が判定し、その判定を基
に成績率を決定（管理職を対象として制度試行中）。

0.75

3.0

0.75

3.0

月分59.2859.28

33.50 41.34

59.28

47.50 月分

月分

5,296 24,008

33.50

1.6

栗　　　　　原　　　　　市

47.50

30.55

59.28

１人当たり平均支給額（平成20年度）

1,620

1.5

41.34

59.28

1.6

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　　　勧奨・定年

30.5523.50

月分

月分

月分

59.28

月分

月分

23.50

5

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。
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(3) 地域手当

(平成21年4月1日現在)

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(平成22年度の制度完成時)

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                

　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

(4) 特殊勤務手当(平成21年4月1日現在)

千円

　円

％

支給対象地域

支給対象職員数支給対象地域

宮城県名取市

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

宮城県仙台市

支給実績（平成20年度決算）

6

宮城県富谷町 3 3

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

支給率

3 0

支給率

6

3,006

6

東京都特別区

3

宮城県多賀城市 3

東京都特別区

9

317

0

176,817

支給実績（平成20年度決算）

18

宮城県利府町 3

宮城県仙台市

国の制度（支給率）

28,949

3

10 4

3,358

3

3

0

0

18

宮城県名取市

3

3

宮城県多賀城市 3

3 3

3

宮城県富谷町

6

宮城県利府町

3

17

国の制度（支給率）

6

　％

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　選挙に係る時間外勤務手当を除く。

主な支給対象業務

300円

手当の種類（手当数）

300円

425,069

主な支給対象職員

支給実績（平成19年度決算）

消防勤務手当

水火災等の業務

救助業務

消防勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の名称

1

445

救急業務 200円

消防職員

10.4

消防職員

左記職員に対する支給単価

300円

104,144

106

災害出場時の機関業務

救急業務

200～300円

消防勤務手当

消防勤務手当 消防職員

消防勤務手当 救急救命士

消防職員

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）
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(6) その他の手当(平成21年4月1日現在)

円

円

勤 当

32,168

225,654

千

〃

扶養手当

支給職員１人当たり支給実績
（平成20年度決算）

1　交通機関等の利用者
 ア　1か月当たりの運賃等相
当額が55,000円を超えない
場合
　・定期券又は回数券の価額
(最も経済的かつ合理的なも
の)
 イ　1か月当たりの運賃等相

1　配偶者　13,000円
2　配偶者以外の扶養親族
　 1人につき6,500円（職員に
配偶者がない場合は、そのう
ち１人について11,000円）

※　扶養親族である子のう
ち、満15歳に達する日以後
最初の4月1日から満22歳に
達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子1人に
つき5,000円加算

手　当　名

1　借家・借間に居住している
職員
 ア　月額23,000円以下の家
賃を支払っている職員
 　家賃-12,000円
 イ　月額23,000円を超える家
賃を支払っている職員
 　11,000円＋(家賃-23,000
円)/2　但し、27,000円が限
度
 ウ　市の宿舎等に入居して
いる者には支給しない
２　自宅に居住している職員
2,500円(新築・購入の日から
5年を経過していない住宅に
限る)

千円

-

（平成20年度決算）

国の制度と
異なる内容

137,198

平均支給年額

-

千円

184,871

同じ

内容及び支給単価 との異同
国の制度

住居手当

7

円

円

円初任給調整手当

１　医療職給料表（一）の適
用を受ける職員のうち採用に
よる欠員の補充が困難である
と認められる職
　月額　　306,900円
採用の日から35年以内、採
用の日から１年を経過するご
とにその額を減じて支給する

-

転勤により住居を移転し、配
偶者等と別居して単身で生
活する職員　23,000円
※ただし、職員の住居と配偶
者等の住居との間の距離が
100㎞以上の場合、その距離
に応じて6,000円～45,000円
加算する

通勤手当 〃

千円

-〃

〃 138,000

千円

-

- 138

当 賃等相
当額が55,000円を超える場
合
　・55,000円を限度ただし、新
幹線鉄道等利用者について
は特別料金等/2を20,000円
を限度に加算
2　自動車等の使用者
　・使用距離(片道)により、
2,000円～24,500円

千円-

73,064 74,861

単身赴任手当

7



円

円

円

円

管理又は監督の地位にある
職員の職のものについて、そ
の職務の特殊性に基づき支
給
行政職
 18,500円～66,400円

管理職員
特別勤務手当

寒冷地手当

正規 勤務時間として午後

災害派遣手当

災害応急対策又は災害復旧
のため国又は他の地方公共
団体から派遣された職員が、
住所又は居所を離れて市の
区域に滞在する場合に支給
6,620円／日　以内

との異同

国の制度

管理職手当

30,872

-

支給職員１人当たり

-

〃

〃

-

〃

11月から3月までの5ヶ月間
支給
1　Ｈ16.4.1における市町村
名で、築館町、栗駒町、高清
水町、一迫町、鶯沢町、金成
町、志波姫町、花山村に勤
務する職員
ア　世帯主である職員
・扶養親族あり
  月額　　　17,800円
・扶養親族なし
　月額　　  10,200円
イ　その他の職員
　月額　　　07,360円
2　Ｈ16.4.1における市町村
名で、若柳町、瀬峰町に勤
務する職員
　月額　　　00,000円

手　当　名 内容及び支給単価

千円

千円-

-

〃

異なる内容

国の制度と

平均支給年額（平成20年度決算）

6,391

千円 -

支給実績

臨時又は緊急の必要その他
の公務の運営の必要により
週休日又は休日等に勤務し
た場合に支給
3,000円～6,000円

527,84077,065

61,748

（平成20年度決算）

67,117

千円

8

円

円

円宿日直手当 千円 -

休日勤務手当

休日において、正規の勤務
時間中に勤務することを命ぜ
られた職員に対して支給
勤務1時間あたりの給与額×
135/100×勤務時間数

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前5時まで
の間に勤務することを命ぜら
れた職員に対して支給
勤務1時間あたりの給与額×
25/100×勤務時間数

異なる -
医師に係る
手当額

〃 -

-

１　勤務１回につき4,200円
２　入院患者の症状の急変
等に対処するための医師又
は歯科医師の勤務にあたっ
ては　22,000円

〃

38,991

千円 43,166

千円 342,023

8,504

8



５　特別職の報酬等の状況(平成21年4月1日現在)

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×44/100 任期毎

給料月額×在職月数×26/100 任期毎

給料月額×在職月数×23/100 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）     
  　     勤めた場合における退職手当の見込額である。    

６　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議 長

収 入 役

収 入 役

副 市 長

240,000

職 員 数
主 な 増 減 理 由

対前年
増減数

20,676,480

議 長 502,000

副 議 長

議 員

備　　　　考

市 区 町 村 長

市 区 町 村 長

議 員

副 議 長

期
末
手
当

給 料 月 額 等

730,050副 市 長

9,796,800

平成20年度

　　（平成20年度支給割合）

0

　　（平成20年度支給割合）

7,595,520

688,000

785,000

679,000

571,000

（参考）類似団体における最高／最低額

653,600

822,000

1,030,000

3.3

881,100

979,000

435,000

551,000

406,000

区 分

給

料
収 入 役

市 区 町 村 長

報

酬

議会

退
職
手
当

副 市 長

　　　　　　　　区　　分

部 門 8 8

655,000 574,000

250,000507,000

305,000

475,000

3.3

平成21年度

9

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である（教育長を含む）。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

13

△ 17

90.53

不補充による減

△ 27

不補充による減
1
△ 2
△ 2

139.01

勤務条件の改善のための増

198.88

△ 9
5

新看護基準に対応するための増

10

[         0 ］

不補充による減

不補充による減

0
△ 2 不補充による減
0

不補充による減

△ 4
△ 9

不補充による減
△ 1
△ 7

不補充による減

不補充による減

△ 23

＜参考＞

91.66

消防力の整備指針等に基づく補充による増

66.88

＜参考＞

0

公
営
企
業

会
計
等
部
門

合　　計

その他
下水道
水道
病院

税務

議会
総務

小　計

小　計

商工
普
通
会
計
部
門

教育部門

農林水産

土木
民生
衛生
小　計 741

8 8

23

一
般
行
政
部
門

187

211220

30

469

28
225

75

98

75

218
27

21
98

93

160

178

718

31

1,089
155
1,116

27
28

383

30

370
29

消防部門

459

1,575

[     1,725     ］

1,558

[     1,725     ］

97

＜参考＞
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(2) 年齢別職員構成の状況(平成21年4月1日現在)

　

40歳

～

59歳

人

55歳47歳

60歳48歳

計

人

以上

人

52歳 56歳

未満

24歳

23歳

人

32歳

～
職員数

人

区　分

20歳 20歳

人 人

35歳

人

～

28歳

人人

～

43歳

～

36歳

39歳27歳

～ ～

31歳

人

51歳

～

人

～ ～

人

44歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

構成比

%

10

（注）公営企業等を含む

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）栗原市集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

208

純減率

152

人

223133 188 1,5575

人 人

1,181

人

終　期

計画期間

55

平成17年4月1日 平成22年4月1日

始　期

158
職員数

人

1,063

人 人 人

1057 210

職員数 職員数

人人

△ 118

純減数

数値目標

△10.0

一般行政部門は11.2%の減で711名、教育
部門は20.4%の減で191名、消防部門は15%
の増で161名

113

人 人人

平成17年4月1日 平成22年4月1日

10



②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 .
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
　　　４　教育長を含む。

5

22年

472

△ 90

19年

△ 130

△21(42.9%)

-

15(71.4%)

-

△25(208.3%)

-

△91(70.0%)

△ 12

1,536

（参考）

711

21

-

△60(66.7%)

-

18年～22年

△ 49

161

数値目標

192

469

△ 9

160

△ 55

5

718

△ 23

211

741

155

△ 31増 減

計

△ 10

5年目

772

△ 28

教　育

△ 7

142

474

220

150

8

230

△ 1

459

2年目

21年

4年目3年目

20年

478

一般行政

1年目

職員数

　　　　　　　　　　区　　分

部　　門

800801

増 減

17年 18年

計画始期

職員数 241

△ 10

職員数

増 減

237

△ 4

増 減 2

計

増 減

1,653

△ 13

消　防 職員数 140

484

1,666

公 営 企 業

等 会 計

職員数

△ 17△ 23

4

1,575

10

1,558

△ 19

1,630

1111



７　公営企業職員の状況
(1) 水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成21年4月1日現在)

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　１　基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合算額である。
　　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

432,664

19年度の総費用に占

10.2

事業者

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

45.6

企業職（一）

団体平均

職員給与費比率

　　　　　　Ａ

千円 千円

平　均　年　齢

72,623 9,86121

△ 153,699 146,697

人

区　　分 職員数

20年度

Ａ  

1,435,991

20年度

総費用 純損益又は

42.0

　　　　　　区　　分

　　　　千円

総費用に占める職員給与費

千円　 千円　

区　　分

29,533

１人当たり平均支給額（平成20年度）１人当たり平均支給額（平成20年度）

564,094

栗原市（水道事業） 栗原市（一般行政職）

370,362

千円

112,017

316,700

基本給

6,7815,334

平均月収額

千円

給　 料 職員手当

Ｂ　

実質収支

期末・勤勉手当

　　　　　千円

（参考）団体平均

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり

％

13.1

％

　　　　給与費 　　B/A

める職員給与費比率

12

千円　 千円　

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当(平成21年4月1日現在)

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年

勤続25年 月分 月分 勤続25年

勤続35年 月分 月分 勤続35年

最高限度額 月分 月分 最高限度額

その他の加算措置 定年早期退職特例措置 その他の加算措置 定年早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　なし） （退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

栗原市（水道事業）

33.50 41.34

47.50 59.28

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　　　勧奨・定年

59.28 59.28 59.28 月分

--

59.28 月分

59.28 月分

5,296 24,008

0.75

月分

23.50 月分 30.55

41.3433.50 月分

月分

47.50 月分

栗原市（一般行政職）

3.0

1.6

23.50 30.55

1.6 0.75

3.0

平 給 平成 年平 給 平成 年

1.5

1,6201,408

1.5
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ウ　地域手当

(平成21年4月1日現在)

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(平成22年度の制度完成時)

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。  

エ　特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

千円

　円

　％

支給対象地域

東京都特別区 17 17

一般行政職の制度（支給率）

3 0

3

支給率 一般行政職の制度（支給率）

6

宮城県名取市 3 0

宮城県多賀城市

-

-

0

支給対象職員数

支給実績（平成20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

0

支給率

宮城県仙台市

18

-

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） -

6

6

6

-支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

宮城県利府町 3 3

支給実績（平成20年度決算）

宮城県富谷町

宮城県多賀城市 3 3

3

宮城県仙台市

支給対象地域

宮城県富谷町

東京都特別区

0 3宮城県利府町 3

18

3 0 3

宮城県名取市 3 3

3 3

13

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

4,287

職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給実績（平成19年度決算） 3,554

178

支給実績（平成20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の種類（手当数） 0

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 77

13



カ　その他の手当(平成21年4月1日現在)

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注） 公営企業等全体の目標数値である。

（参考）栗原市集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

225,200

79,260

-千円

千円

-

千円 70,011

数　値　目　標

△ 12 △ 5.4484

終 期始 期

計画期間

472

寒冷地手当

職員数職員数

平成22年4月1日平成17年4月1日

初任給調整手当 -

扶養手当 -

通勤手当 -

（平成20年度決算）
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

手　当　名 内容及び支給単価
（平成20年度決算）

支給職員１人当たり支給実績
平均支給年額

管理職員特別勤務手当 - -

住居手当 -

218,571

-

千円

- 千円

管理職手当 - 556

3,060

1,126

単身赴任手当

災害派遣手当 - -

宿日直手当

-

千円

千円

純減数 純減率

-千円-

千円

一般行政職に同じ 同じ 1,330

1,585

-

千円

-

-

千円

夜間勤務手当 - -

-

-

555,708

14

（注） 公営企業等全体の目標数値である。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
    →6(3)②を参照

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日 2.5％の減で472名

終　期始　期

14



(2) 病院事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成21年4月1日現在)

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） １ 基本給は 給料・扶養手当及び地域手当の合算額である

平均月収額　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

団体平均
(うち事務職員)

44.1

団体平均
（医師）

（参考）団体平均

20年度

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

43.5

団体平均
(看護師)

37.7

事務員 41.8

467,902

医療技術員 40.1 295,417 474,928

304,168看護師 41.5

289,483 467,079

－事業者 －

326,800 470,249

349,239 541,753

565,569 1,333,377

1,522,460

375 1,431,153 462,372

医師 49.1

586,876 2,480,401

682,799

6,929

千円

6,614

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

区　　分

％ ％

47.2 45.66,742,303 △ 128,084 3,185,683

20年度 　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　

区　　分 総費用 純損益又は 職員給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ

実質収支

総費用に占める

職員給与費比率 19年度の総費用に占

める職員給与費比率

15

（注）　１　基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合算額である。
　　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

3.0 1.5 3.0 1.5

1.6 0.75 1.6 0.75

栗原市（病院事業） 栗原市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成20年度） １人当たり平均支給額（平成20年度）

1,634 1,620

15



イ　退職手当(平成21年4月1日現在)

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年

最高限度額 月分 月分 最高限度額

その他の加算措置 定年早期退職特例措置 その他の加算措置 定年早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　なし） （退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

(平成21年4月1日現在)

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(平成22年度の制度完成時)

医師 14 32 -

支給対象地域 支給率 般行政職 制度（支給率）

支給実績（平成20年度決算） 31,244

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 976,382

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

59.28 月分

706 22,820 5,296 24,008

59.28 59.28 59.28 月分

41.34 月分

47.50 59.28 47.50 月分 59.28 月分

33.50 41.34 33.50 月分

栗原市（病院事業） 栗原市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　　　勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 月分 30.55 月分

宮城県仙台市 6 0 6

東京都特別区 17 0 17

宮城県多賀城市 3 0 3

宮城県名取市 3 0 3

宮城県富谷町 3 0 3

宮城県利府町 3 0 3

16

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注） 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。 

医師 15 - 

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

東京都特別区 18 18

宮城県仙台市 6 6

宮城県富谷町 3 3

宮城県名取市 3 3

宮城県多賀城市 3 3

宮城県利府町 3 3

16



エ　特殊勤務手当(平成21年4月1日現在)

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当(平成21年4月1日現在)

円

円

危険手当 放射線取扱業務に常時従事する職員 放射線取扱業務

夜間看護手当 夜間看護業務に従事した看護師 夜間看護業務 １回当たり1,600～2,700円

研究手当 医師 医療業務

扶養手当

住居手当

（平成20年度決算）

202,283千円

千円12,277- 215,391

135

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （平成20年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績（平成20年度決算） 49,947

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 168

支給実績

支給実績（平成19年度決算） 43,321

職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

緊急出動手当 緊急医療業務その他緊急に必要な業務に従事した職員 医療業務 １回当たり500～3,000円

往診手当 往診を伴う診療業務に従事した医師 診療業務 往診料の50～100％

診療手当 医師 医療業務 月額350,000円以内

待機手当 正規の勤務時間以外の時間に待機を命ぜられた職員 医療業務 １回当たり2,000～3,000円

月額350,000円以内

月額3,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度決算） 76.8

手当の種類（手当数） 7

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成20年度決算） 203,160

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 705,418

- 25,892

17

円

円

円

円

円

円

円

円

円

管理職員特別勤務手当

51,804 千円

15,583 千円

796,988

宿日直手当 - 2,407 千円 33,904

管理職手当 -

2,004 千円

55,455

初任給調整手当 - - 千円 -

寒冷地手当 -

72,451

286,286

通勤手当 - 22,967 千円

単身赴任手当 -

-- 千円

災害派遣手当 - - 千円

一般行政職に同じ

-

夜間勤務手当 - 27,010

同じ

-

千円 139,226
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注） 公営企業全体の目標数値である。

（参考）栗原市集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

（注） 公営企業全体の目標数値である。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日 2.5％の減で472名

△2.5

計画期間

数　値　目　標

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数

始　期 終　期

職員数 職員数

484 472

純減率

△ 12

1818


